
１.計画のフレーム

２.将来像

３.基本目標

４.施策の大綱

第

３
章基本構想

31



1．計画のフレーム　　
1 将来人口
　本町の総人口は、町外からの転入により増加傾向となっていますが、国立社会保障・人口問題研究所の推
計によると、本町の人口は令和12年をピークに減少に転じ、令和32年には45,000人を下回るものと推計さ
れています。
　本町では、子育てしやすい環境の整備や、町の魅力を町内外に発信するシティプロモーションの推進など、
将来の人口減少を抑制するための施策を推進し、令和32年まで概ね46,000人程度の人口を維持していくこ
とを目標とします。

　そのため、本計画期間の最終年度である令和16年度の目標人口を、以下の通り設定します。

46,000人令和16年度の
目標人口

伊奈町の総人口の将来推計パターン

パターン１（国立社会保障・人口問題研究所推計準拠） パターン２（町独自推計）

44,841 45,175
45,640

46,022 46,067 46,205 46,253

42,000

44,000

46,000

48,000

40,000
令和32年令和27年令和22年令和17年令和12年令和７年令和２年

45,58845,588 45,67045,670

44,77044,770
45,495 45,266 45,040

推計値

（人）

町独自推計：企画課作成
国立社会保障・人口問題研究所推計準拠：「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」

令和16年度
46,000人
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2 土地利用構想
　本町の土地利用は、将来像の実現に向けて、緑豊かな自然との共生のなかで、コンパクトなまちづくりを進
めながら、都市的魅力と自然が調和した空間づくりを目指します。

住宅系ゾーン
　市街化区域の住居系用途地域などを位置づけ、良好な居住環境づくりを推進します。

商業系ゾーン
　地域資源を活用し、地域ブランドの創出や地域産業の更なる発展のため、商業の活性化を図り、地域の活力
を高めるまちづくりを進めます。

農業と水辺ゾーン
　綾瀬川周辺は自然環境の保全に配慮し、多様な生物が生息できる環境づくりや、水と親しみ、ウォーキング
やサイクリングなどが楽しめる水辺環境の形成に努めます。
　また、「地産地消」の農業の推進や、農業生産者と消費者の交流などを図り、自然環境の維持や治水などの多
様な機能を持つ農地の保全・活用を図ります。

みどりと文教ゾーン
　緑のトラスト保全地＊を中心に、丸山駅周辺へと続く樹林地と共に伊奈氏屋敷跡、原市沼調節池、大学や高
等学校などが立地する地域をみどりと文教ゾーンとして位置づけます。
　深い緑と河川が、平坦な市街地景観に変化とうるおいを与えることから、水辺環境や緑道などの環境整備や、
自然、歴史・文化との関わりを深めていくことのできる魅力ある地域づくりを推進します。

工業系ゾーン
　良好な操業環境の維持・保全を図りつつ、効率的かつ効果的な工業の振興を図ります。

自然共生ゾーン
　農地や樹林地などの緑豊かな環境を保全し、自然と調和したゆとりある居住地の環境を整備します。
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地域活性化拠点
　丸山駅、志久駅、伊奈中央駅、羽貫駅、内宿駅のニューシャトル各駅を地域の玄関として位置づけ、それぞ
れの地域の特性を生かした環境づくりや景観の整備に努めます。

みどりのふれあい拠点
　町の花であるバラをはじめ、桜などの緑と触れ合える、町民の憩いの場として緑の形成に努めます。

にぎわい拠点
　新庁舎整備事業に伴い、伊奈町役場や総合センター、中部公園等の公共施設を中心とした、町民参加のまち
づくりや町民協働を支える場として、にぎわいのあるまちづくりの拠点となるよう整備を推進します。

街路整備推進エリア
　関係機関と協力しながら、都市計画道路である上尾伊奈線、伊奈中央線の早期完成を推進するとともに、将
来的な沿道の活性化を推進します。

土地利用推進エリア
　上尾伊奈線及び新たなごみ広域処理施設の整備にあわせ、効果的な土地利用の検討を推進します。

水と歴史・自然拠点
　江戸時代初頭に代官頭として各地の検地や治水事業に大きな功績を残した伊奈備前守忠次ゆかりの地であ
る伊奈氏屋敷跡、一級河川原市沼川の調節池を中心として、歴史と自然を感じられる拠点形成に努めます。

拠点・エリア
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土地利用構想図

丸山駅

志久駅

伊奈中央駅

羽貫駅

内宿駅

みどりのふれあい拠点

水と歴史・自然拠点

街路整備推進エリア

土地利用推進エリア

にぎわい拠点

農業と水辺ゾーン

住宅系ゾーン

商業系ゾーン

工業系ゾーン

自然共生ゾーン

みどりと文教ゾーン

地域活性化拠点
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これからも安心して住み続けられる
ぬくもりのあるまちづくり

　町民アンケートや各種ワークショップ、関係団体ヒアリング等では、
防犯・防災対策や公共・民間施設の整備、伊奈町の魅力の発信、子育て支援や高齢者福祉の充実など、

今後の伊奈町のまちづくりについて様々なご意見を頂きました。

　こうした伊奈町の現状や課題を踏まえつつ、子どもから高齢者まですべての町民が、
このまちでぬくもりを感じることができ、ずっと安心して住み続けたいと思えるまちを目指すため、
本計画の将来像を「これからも安心して住み続けられる　ぬくもりのあるまちづくり」としました。

将来像

2．将来像　　
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3．基本目標　　
　将来像を実現するため、まちづくりの目標として５つの基本目標を設定します。

1　シティプロモーション・シビックプライド＊の醸成 P62
２　移住・定住の促進 P64
３　魅力ある観光資源の創出と振興 P66
４　町内産業の活性化と企業誘致の推進 P68
５　持続可能な都市農業の振興 P70
６　緑あふれる環境と水辺の保全 P72

基本目標１　活気とにぎわいのあるまちづくり

１　誰もがつながり支え合う地域福祉の推進 P92
２　介護サービスの充実と高齢者の生きがいづくり P94
３　障がい者福祉の推進 P96
４　健康づくりの推進と健康寿命＊の延伸 P98
５　地域医療提供体制の充実 P100
６　社会保障サービスの充実 P102

基本目標３　健康でいきいきと暮らせるまちづくり

1　災害に強いまちづくりの推進 P106
2　消防力の充実 P108
3　地域と連携した防犯体制の構築 P110
4　交通安全意識の向上と環境の整備 P112
5　消費者の安心・安全の確保 P114
６　地球環境にやさしいクリーンなまちづくりの推進 P116
7　安心・安全で住みやすい市街地の形成 P118
8　便利で使いやすい公共交通の整備 P120

基本目標４　安心・安全・快適なまちづくり

1　子育て支援・保育サービスの充実 P76
2　時代に対応した確かな学力と自立する力の育成 P78
3　豊かな心と健やかな体の育成 P80
4　質の高い学校教育を推進するための環境の充実 P82
5　学校・家庭・地域の連携・協働と家庭・地域の教育力の向上 P84
6　生涯学習の推進と文化芸術の振興 P86
７　スポーツ・レクリエーション活動の推進 P88

基本目標２　子育て・学びが充実したまちづくり

１　地域と行政におけるデジタル化の推進 P124
２　町民参画によるまちづくりと効果的な町政情報の共有 P126
３　地域コミュニティの活性化と国際化の推進 P128
４　人権尊重の啓発と平和の推進 P130
５　ジェンダー平等に向けた社会の実現 P132
６　効率的な行政運営の推進 P134
７　将来を見据えた財政運営の推進 P136

基本目標５　町民と共に発展するまちづくり
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活気とにぎわいの
あるまちづくり

基本
目標１

　観光客や関係人口の増加を図るため、関係各所
と連携した「伊奈ブランド」の確立をするとともに、
様々な媒体を活用しながら、町内外に向けて伊奈
町の魅力を発信します。
　また、自治体間の交流による地域の活性化に向
けて、友好都市事業を推進します。

シティプロモーション・
シビックプライドの醸成１　

　持続可能な都市農業を推進するため、農産品
のブランド化や６次産業化＊の取組による販路の
拡大を推進するとともに、新規就農者や企業に
よる農業参入への支援、農業へ触れ合う機会の
創出により、新たな担い手の育成や後継者の確
保に努めます。

持続可能な都市農業の
振興５　

　緑にあふれ、快適で暮らしやすい生活環境を維
持していくため、防災機能の充実や子育てしやす
い環境づくりを含めた公園の整備と維持管理を推
進するとともに、緑のトラスト保全地の維持管理
や、原市沼川や調節池等、水辺環境の保全に取
り組みます。

緑あふれる環境と
水辺の保全６　

　個々のイベント等の更なる充実を図り、地域資
源を磨き上げ、魅力の向上と時代に合った政策的
手法によりシティプロモーションを関係各課が連
携し、移住・定住の促進に取り組みます。

移住・定住の促進２　

魅力ある観光資源の
創出と振興

　にぎわいのあるまちづくりを推進するため、伊
奈備前守忠次やバラなど、伊奈町の資源を生かし
た観光振興や、既存の事業をブラッシュアップし
た体験交流型観光や滞在型観光を推進し、交流
人口の増加を図ります。

３

　町内の商工業の振興を促進するため、町内企業
の振興や後継者の確保・育成に向けた支援、町内
消費の推進を図るとともに、オーダーメイド方式
の企業誘致を推進し、税収の増加や町内での雇用
拡大を目指します。

町内産業の活性化と
企業誘致の推進４

4．施策の大綱
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子育て・学びが
充実したまちづくり

基本
目標２

　町内で安心して子育てができるよう、保育サー
ビスの充実を図るとともに、保護者や保育現場の
負担軽減や利便性向上のため、ＩＣＴの利活用を
推進します。
　また、ひとり親家庭や貧困家庭等、困難を抱え
る家庭への支援を行うとともに、児童虐待防止に
向けた取組を推進します。

子育て支援・
保育サービスの充実１　

　子どもの健全育成には、学校・家庭・地域の連
携・協働が重要であり、学校運営協議会と地域学
校協働活動の一体的な推進及び地域人材や関係
団体の活動との連携を図ります。あわせて、地域・
学校・行政が連携し、家庭や地域の教育力の向上
を図ります。

５　

学校・家庭・地域の連携・
協働と家庭・地域の
教育力の向上

　Ｗｅｌｌ‐Ｂｅｉｎｇの実現のため、生涯にわた
り学習に親しむ機会を拡充する必要があることか
ら、産・学・官が連携し、生涯学習の機会を提供
します。
　また、文化財の保護・保存や公開・活用に努め
るとともに、芸術や伝統文化を次世代に継承し、
郷土愛を醸成します。

生涯学習の推進と
文化芸術の振興６　

　健康増進や体力の向上の一助となり、また、心
身のリフレッシュや住民相互の交流を促進し、いき
いきとした生活を送ることができるよう、スポーツ
施設の適切な管理運営と計画的な改修を行います。 
　また、スポーツに気軽に取り組めるようスポーツ・
レクリエーションの充実を図ります。

スポーツ・
レクリエーション活動の推進７　

時代に対応した確かな
学力と自立する力の育成

　すべての子どもたちが確かな学力を身に付ける
ことができる体制を構築するとともに、ＩＣＴリテ
ラシー＊や国際理解教育の充実など、時代の変化
に対応した教育を推進します。
　また、誰一人取り残されず、多様なニーズに対
応した教育を推進します。それらを通して、社会
で自立していくための資質・能力を育みます。

２　

　子どもたちがそれぞれの幸せや生きがいを感じら
れ、心身共に健やかに成長できるよう、道徳教育
や人権教育、体験活動の充実、一人ひとりの実態
に合った体力の向上を図ります。
　また、いじめの防止対策や、生徒指導上の諸課
題の未然防止に向けた指導、支援に取り組みます。

豊かな心と
健やかな体の育成３

質の高い学校教育を
推進するための
環境の充実

　質の高い学校教育のため、教職員研修の充実
や働き方改革を通した教育の質の向上などに取り
組みます。
　また、教育環境の充実のため、学校施設の維
持管理や学習環境の整備及び安心・安全な学校給
食を提供する施設・設備の整備を推進します。

４
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健康でいきいきと
暮らせるまちづくり

基本
目標３

　地域のつながりが希薄化していることから、民
生委員・児童委員や社会福祉協議会、ボランティ
ア団体等との連携や支援の充実を図るとともに、
いな見守りＯＮＥ ＴＥＡＭ事業＊の周知、世代間
交流を通した地域とのつながり等を推進し、地域
での助け合い・支え合いの仕組みを構築します。

誰もがつながり支え合う
地域福祉の推進１　 地域医療提供体制の充実５　

　身近な地域で誰もが安心して医療を受けられる
よう、かかりつけ医・かかりつけ薬局＊の普及定着
を図るとともに、医療機関と連携した地域医療の
提供体制や初期から三次までの救急医療体制の
充実を図ります。

　支援を必要としている人が適切に支援を受けら
れるよう、社会保障制度の理解促進や適切な運営
に向けて取り組みます。

社会保障サービスの充実６　

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよ
う、介護や医療・住まい・生活支援サービス等の
充実を図ります。
　また、人生100年時代の到来に向けて、活動
の場の充実や就労支援による生きがいづくり、認
知症やフレイル＊予防への取組を推進します。

介護サービスの充実と
高齢者の生きがいづくり２　

　障がいのある方の人権が尊重されるとともに、
住み慣れた地域で自立した生活ができるよう、暮
らしのなかの多様な側面で地域社会（住民、企業
等）とのつながりを強化し、障害特性の理解と配
慮及び差別解消の取組を推進します。
　また、障がいのある方の地域における雇用機会
の拡大及び社会参加促進等につながるよう、環境
を整備します。

障がい者福祉の推進３

　住み慣れた地域でいつまでも健康でいきいきと
した生活を送ることができるよう、病気の早期発
見に向けて受診を呼びかけるなど、健康づくりの
意識や各種健（検）診の受診率の向上に向けた情
報の発信や受診勧奨、相談体制の整備を行い、
町民の健康寿命の延伸を図ります。

健康づくりの推進と
健康寿命の延伸４
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安心・安全・快適な
まちづくり

基本
目標 ４

　災害から町民の生命や財産を守るため、自主防
災組織等への支援や連携の強化、住民参加型の
防災訓練の充実等により、地域防災力の向上に努
めます。
　また、災害発生時に要介護者等にも災害情報が
届くよう体制を整備するとともに、ハザードマップ
を活用し、町内の危険箇所等の把握・周知を行い
ます。

災害に強いまちづくりの
推進１　

　消費生活によるトラブルを防止するため、消費
生活講座による消費者教育の充実を図ります。
　また、時代の変化により消費者トラブルが多様
化・複雑化していることから、消費生活相談員が
必要な知識を習得する機会の確保や、地域・関係
機関と連携した消費者相談体制を構築します。

消費者の安心・
安全の確保５　

　持続可能で暮らしやすいまちをつくるため、温
室効果ガスの削減やごみの減量化等の推進、環境
美化に対する町民の意識の向上に向けた情報発信
等を行い、地球温暖化対策を推進します。

地球環境にやさしい
クリーンな
まちづくりの推進６　

　安心・便利なまちづくりに向けて、県や近隣市
と連携した道路整備を推進するとともに、通学
路の安全確保や町道の舗装修繕、側溝の整備を
推進します。
　また、近年増加している空き家対策を推進し
ます。

安心・安全で住みやすい
市街地の形成７　

　ニューシャトル駅舎の利用環境の改善のため、
志久駅エレベーターの早期完成や駅周辺の整備を
行うとともに、地域公共交通の更なる利便性向上
のため、町内循環バス「いなまる」の運行形態のあ
り方や、デマンド交通＊等の検討を行います。

便利で使いやすい
公共交通の整備８

　災害や事故が発生した際に迅速に対応するた
め、上尾市との消防広域化の体制となったことか
ら、引き続き連携を図りながら、消防・救急体制
の整備・強化を推進します。
　また、地域における消防力の強化に向けて、消
防団員の確保に向けた周知・啓発を行います。

消防力の充実２　

　犯罪のないまちを目指し、地域や協力団体、警
察等と連携するとともに、安心安全ステーション
や交通安全指導員、自主防犯組織等の活動支援、
防犯灯の整備等を行い、安心して暮らせるまちづ
くりを目指します。

地域と連携した
防犯体制の構築３

　交通事故を未然に防ぐため、交通安全指導員や
各ボランティア等による立哨活動、各団体と連携
した街頭啓発活動の支援を行い、交通安全の意
識を高めます。
　また、道路照明灯・防犯灯・道路反射鏡の整備
を行い、交通事故防止に向けた環境整備を推進し
ます。

交通安全意識の向上と
環境の整備４

第
３
章　

基
本
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町民と共に発展する
まちづくり

基本
目標５

　まちづくりを効果的・効率的に推進するため、
窓口業務のデジタル化や、マイナンバーカード＊の
普及・利活用を推進するなど、町民の利便性の向
上を図ります。
　また、行政のデジタル化による事務負担の軽減
やコストの削減等、効率的な行政運営に取り組み
ます。

地域と行政における
デジタル化の推進１　

　性別に関係なく、誰もが様々な分野で活躍でき
る社会を推進するため、男女共同参画の意識を普
及・啓発し、家庭や職場、学校、地域等における
ハラスメントの防止や、配偶者・パートナー等によ
るＤＶの根絶に取り組むとともに、相談体制の強
化や相談先の普及・啓発に努めます。

５　
ジェンダー平等に向けた
社会の実現

　効率的な行政運営を推進するため、庁内各課等
にて事務事業の効率化や見直しを図るなど、経営
的視点を持った行政運営に努めます。
　また、時代の変化により、行政に求められる
サービスも多様化していることから、人材育成・
確保の充実を図り、質の高い行政サービスの提供
を行います。

効率的な
行政運営の推進６　

　持続可能な財政運営に向けて、公平かつ公正な
課税に努めるとともに、ふるさと応援寄附金の返礼
品の充実を図るなど、財源の確保に努めます。
　また、個別施設計画に沿った公共施設の適切な
維持・管理を行うとともに、ＰＰＰやＰＦＩ＊の導入
等を検討・推進します。

将来を見据えた
財政運営の推進７　

町民参画によるまちづくりと
効果的な町政情報の共有

　様々な分野で町民と行政が一体となったまちづ
くりを推進するために、町政情報の共有化を推進
するとともに、デジタル広報の普及促進や多言語
化への対応など、情報発信の充実を図ります。

２　

　地域のコミュニティの活性化に向けて、町民参加
意識を醸成するとともに、まちづくりの新たな担い
手の発掘・育成に努めます。
　また、多文化共生社会に向けた相互理解の取組
や、外国人にもわかりやすい情報伝達方法を検討
し、国際化の推進を図ります。

地域コミュニティの
活性化と国際化の推進３

人権尊重の啓発と
平和の推進

　すべての人々の人権が尊重され、自分らしく生
活できる社会を形成するため、社会状況の変化に
応じ、様々な人権課題に対する啓発や教育を推進
するとともに、人権に係る相談体制の充実を図り
ます。
　また、国外における紛争や戦争が起きているこ
とから、平和の大切さについて周知・啓発を行い
ます。

４
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